
  

 1 

諮問庁：金融庁長官 

諮問日：平成３０年７月６日（平成３０年（行個）諮問第１１９号） 

答申日：平成３１年３月２８日（平成３０年度（行個）答申第２２２号） 

事件名：本人に係る「特定日付行政文書開示請求取下げに係る事務連絡文書」

の不訂正決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「平成２８年７月２１日付 平成２８年６月２２日付行政文書開示請求

書取下げに係る事務連絡文書」（以下「本件文書」という。）に記録され

た保有個人情報（以下「本件対象保有個人情報」という。）の訂正請求に

つき，不訂正とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）２７条１項の規定に基づく訂正請求に対し，平成２９年３月２９日

付け金総第２２１５号により金融庁長官（以下「処分庁」又は「諮問庁」

という。）が行った不訂正決定（以下「原処分」という。）について，審

査請求人が提出した保有個人情報訂正請求書（その内容は別紙のとお

り。）のとおりに訂正を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

（前略） 

文書の偽造・ねつ造を認めた上で，消去するように申し立てます。 

本文書は，送ってきていない文書を偽造・ねつ造して，開示したもの

である。 

「保有している情報は同一である」「保有している情報」と「開示し

ている情報」が同一であることが法の前提にある。 

法令等遵守は，「過去に遡って，記録の改ざんはできない」ことで担

保されている。 

行政庁には，法令等遵守義務がある。 

過去に遡り文書の改ざん，偽造・ねつ造をすることは違法である。 

公文書管理法と，情報公開法が，法の効力を失うことになる。法の信

頼を根底から失う犯罪である。 
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送ってきていない文書を，偽造・ねつ造することは認めることはでき

ない。 

（中略） 

 不作為の審査請求書に対して，ねつ造した取下書を基に却下している。

取下書を送ったと報告した職員がいる。 

 誰が作成したのか，誰が送ってきたのか，分からないが，取下書を送

った情報だけがある。 

 行政行為に重大かつ明確な瑕疵がある。 

 私が「平成２８年７月２１日付 取下書を送ってきていない」と申し

立てをしていることに対して，反論することは認めることはできない。 

（後略） 

（２）意見書 

（前略） 

   金融庁は，文書を送ってきていないので，文書を削除・消去するよう

に訂正請求をしている。原処分と，理由説明書に，金融庁は文書を送っ

たのか，送っていないのか記載がない。 

   金融庁は，金総第９７６８号 日付：平成２９年１月６日の決定に基

づき開示した「行政文書名 平成２８年７月２１日付 平成２８年６月

２２日付行政文書開示請求書取下げに係る事務連絡文書」を，送ってき

ていない。 

  （中略） 

   私は，「金融庁は，送ってきていない文書をねつ造している」と申し

立てている。 

   送ってきていない文書の記載が，個人情報の事実に該当するかどうか

ではなく，文書を送ってきた「事実」が存在しない。金融庁が送付して

いない文書（取下書）を，私は受け取っていない。 

   「平成２８年６月２２日付行政文書開示請求書」を平成２８年１０月

２１日付で返送してきた際に初めて取下書と称する文書のねつ造を知っ

た。金融庁が送付していない文書（取下書）を確認できない間に，不作

為の審査請求書を，送ってきていない取下書を基に却下している。開示

した文書を確認しても，文書を送っていていない事実に変わりがない。

「金融庁が文書を送付したのかどうか」が重要な事件の核心に当たる。

理由説明書には，金融庁は文書を送付したのかどうかの記載がない。文

書の偽造・ねつ造は犯罪である。行政庁は，事実のねつ造を訂正する義

務がある。 

   文書を送ってきた「事実」が存在しないので，文書を削除・消去する

ように申し立てている。 

  （中略） 
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本事件は，「平成２８年６月２２日付行政文書開示請求書」に対して

決定をせずに，４か月後に開示請求書を返送して，不正の隠蔽のために

３か月前の平成２８年７月２１日付「送ってきていない取下書と称する

文書」を送ったと事実をねつ造したことが明白である。過去に遡り文書

をねつ造するために，予め金融庁から送付した文書の一覧を記載した文

書を同封していない組織的・計画的な犯罪である。 

金融庁は，「平成２８年７月２１日付 平成２８年６月２２日付行政

文書開示請求書取下げに係る事務連絡文書」を送ってきた「事実」がな

いことを認めて，文書を削除・消去するように申し立てます。 

（中略） 

 送ってきていない文書をねつ造して「請求内容を拝見し担当課に確認

したところ，いずれも請求内容に関する文書は当庁において作成・保存

していない」と返答したと，嘘をついている。 

 事実をねつ造して，ねつ造した文書で，更に「保有している文書」を

「作成・保存していない」と嘘をついている。 

 金融庁が過去に遡り事実をねつ造して，ねつ造した文書で嘘をついて

いることを説明することは，とても難しい。多大な負担がかかっている。 

（中略） 

 平成２８年６月２２日付行政文書開示請求書で開示請求した文書を，

４か月間情報を開示できなくした。手続きをできなくしている。 

 開示請求から４か月後に，３か月前に「送ってきていない取下書と称

する文書」をねつ造する犯罪は，国民には防ぐ方法がない。 

 金融庁が，嘘をついて補正を命じてくることを防ぐ方法がない。 

 「平成２８年６月２２日付 行政文書開示請求書」で開示請求をした

「平成２５事務年度の，金融サービス利用者相談室用音声応答装置，電

話応答等の効率化のための機器の仕様の開示」他，計２件を開示できな

くした。 

 「平成２８年６月２２日付 行政文書開示請求書」に対して４か月間

決定がないため，「平成２８年６月２２日付 行政文書開示請求書」と

同じ内容で，「平成２８年１０月１９日付 行政文書開示請求書」で開

示請求をしなければならなかった。 

（中略） 

 行政庁が「送ってきていない文書をねつ造した場合」，国民に文書の

偽造・ねつ造・改ざんを申し立てる手続きがない。国民には，文書の偽

造・ねつ造・改ざんの申立てをする請求権がない。 

 金融庁が送ったと称する文書を，送ってきていないと申し立てても文

書を送ってこない。事実確認に応じない。開示請求をする以外に，ねつ

造した文書を確認できる手段がない。 
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 開示の実施があるまで文書の記載は確認できない。開示の実施があっ

た文書を確認しても，送ってきていない事実は変わらない。 

（中略） 

 「金融庁が送ってきていない文書」を確認・消去するために，「金融

庁が送ってきていない文書」を金融庁に対して開示請求をしなければな

らない。 

 開示の実施のあった文書に対して，金融庁に対して訂正請求書で文書

の削除・消去を請求して，訂正しないとの決定に対して，金融庁に対し

て審査請求書を送る必要がある。 

 不正の当事者（金融庁）に対して，「金融庁が送ってきていない文

書」を開示請求をしなければならない。 

 不正の当事者（金融庁）に対して，開示請求のあった文書に対して，

訂正請求書で文書の削除・消去を請求しなければならない。 

 「金融庁が送ってきていない文書」を国民が開示請求しなければなら

ない時点で明らかに手続きがおかしい。 

 問い合わせに対して「金融庁が送ってきていない」と事実のねつ造を

認めて，文書の削除・消去をしなければならないのに，明らかに手続き

がおかしい。 

 文書の偽造・ねつ造・改ざんに対する手続きがない。訂正請求と利用

停止請求しかできない。 

 不正の当事者に対して請求をしなければならない状況は，行政と法に

重大かつ明確な瑕疵がある。 

 請求に対して隠蔽工作と証拠隠滅を行えるようになっている。 

 不正の当事者（金融庁）に対して，文書を開示請求をして，開示の決

定のあった文書の偽造・ねつ造・改ざんを訂正請求しなければならない

現行法は，明らかに手続きがおかしい。 

送ってきていない文書の記載が，個人情報の事実に該当するかどうか

は関係がなく，文書の存在が事実ではない。行政庁には訂正義務がある。 

 開示の実施があった文書の記載を確認しても，文書を送ってきていな

い事実に変更はない。 

 金融庁の不正は，不正の当事者が，不正を隠蔽する立場を兼ねる。 

 不正の当事者が，不正を隠蔽する立場になることで不正の隠蔽のため

の体制を構築している。 

 情報公開・個人情報保護室長と訟務室長を同じ職員が兼ねて自作自演

の不正を繰り返している。 

 不正の当事者（金融庁）に対して，審査請求書を送付しなければなら

ない。 

 金融庁は，訂正しない決定に対する審査請求書を１年以上諮問してい
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ない。 

 訂正請求があった事実と，訂正をしなかった事実を隠蔽している。 

 文書の偽造・ねつ造・改ざんに対して，罰則が制定されていない。 

 行政庁による文書の偽造・ねつ造・改ざんに対して，国民に請求権が

ないようになっている。 

 文書の偽造・ねつ造・改ざんは犯罪である。 

 行政庁と官吏は法令等遵守義務がある。 

 行政の保有している情報は，国民の共有の財産である。嘘の情報を保

有することは認められない。 

 行政庁による事実のねつ造，情報の偽造・改ざんに対して，国民は訂

正を請求する権利を有している。 

 非違行為の通報や犯罪行為の告発に，書式は存在しない。行政庁は，

訂正義務がある。 

 信義誠実の原則に反している。禁反言の法理・原則に反している。金

融庁の不適法な犯罪行為が正当化されることはない。 

 文書を送ってきていない「事実」に基づき，金融庁が，ねつ造した文

書を削除・消去するように申し立てます。 

（後略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 審査請求人が，処分庁に対して行った平成２９年３月１３日付け保有個

人情報訂正請求（同月１４日受付。以下「本件訂正請求」という。）に関

し，処分庁が，法３０条２項に基づき，同月２９日付け金総第２２１５号

において本件訂正請求に係る保有個人情報を訂正しない旨の決定（原処

分）をしたところ，これに対し審査請求があったが，以下のとおり，原処

分を維持すべきものと思料する。 

 １ 本件訂正請求について 

（１）本件訂正請求に係る保有個人情報について 

本件訂正請求は，審査請求人が平成２９年１月６日付け金総第９７６

８号により開示決定を受けた，「平成２８年７月２１日付 平成２８年

６月２２日付行政文書開示請求書取下げに係る事務連絡文書」（本件文

書）に記載された保有個人情報の全部（本件対象保有個人情報）につい

て訂正を求めるものである。 

（２）本件訂正請求は，要するに，審査請求人宛ての本件文書が実際には審

査請求人に送付されていないとして，本件文書の記載内容を全文削除す

るよう求めるものである。 

２ 原処分について 

（１）処分庁は，本件対象保有個人情報を訂正しない旨の決定を行った。 

（２）処分庁が上記（１）のとおり決定した理由は概ね次のとおりである。 
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ア 本件対象保有個人情報の利用目的は，情報公開・個人情報保護室に

おいて受け付けた行政文書・保有個人情報開示請求書等を公文書管理

法において定める保存期限まで保管するためである。 

イ 本件文書は，請求者から提出された保有個人情報開示請求書と当該

請求書の返送に係る事務連絡文書の写しを当庁において保管している

ものにすぎず，これらに記録されている請求者に係る個人情報は，何

ら変更されていないため，法２９条の「訂正請求に理由があると認め

るとき」に該当せず，訂正義務があるとは認められない。 

 ３ 審査請求人の主張について 

 審査請求人は，審査請求書において，本件訂正請求のとおりに訂正する

よう申し立てている。 

 ４ 原処分の妥当性について 

 （１）訂正請求対象情報該当性 

 本件対象保有個人情報は，本件訂正請求に先立ち，審査請求人が法１

２条１項の規定に基づき行った開示請求に対して，処分庁から開示され

た自己を本人とする保有個人情報であることから，法２７条１項１号に

該当する。 

 もっとも，本件文書は，審査請求人から寄せられた平成２８年６月２

２日付け行政文書開示請求に対して，同開示請求に係る文書の存在が認

められなかったことから，その旨を審査請求人に情報提供するとともに，

同人に対して取下げの意思確認を行うために作成された文書であるが，

この記載内容は，情報公開事務担当者が，上記開示請求について審査請

求人に取下げ意思の有無を確認する必要があると判断した内容に係る記

述であり，訂正の対象となる本人に係る保有個人情報の「事実」とはい

えない（平成２２年度（行個）答申第１２８号参照）。 

 したがって，本件対象保有個人情報は，上記担当者の「評価・判断」

に係る記述であり，法２７条１項の訂正の対象となる「事実」に該当し

ないものと認められる。 

（２）小括 

よって，本件訂正請求に係る保有個人情報については，法２９条の

「保有個人情報を訂正しなければならない」場合に該当するとは認めら

れない。 

５ 結語 

以上のとおり，審査請求人の主張には理由がなく，原処分は妥当である

から，諮問庁は，これを維持するのが相当であると思料する。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３０年７月６日   諮問の受理 
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   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年８月９日      審査請求人から意見書を収受 

   ④ 平成３１年１月３１日  審議 

   ⑤ 同年３月７日      審議 

   ⑥ 同月２６日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件訂正請求について 

   本件訂正請求は，審査請求人が平成２９年１月６日付け金総第９７６８

号の開示決定に基づき開示を受けた本件対象保有個人情報について，別紙

のとおりの訂正を求めるものであり，処分庁は，法２９条の当該訂正請求

に理由があると認めるときに該当しないとして，不訂正とする原処分を行

った。 

これに対し，審査請求人は，別紙のとおりの訂正をするよう求めている

ところ，諮問庁は原処分を妥当としていることから，以下，審査請求人が

訂正を求めている本件対象保有個人情報の訂正請求対象情報該当性及び訂

正の要否について検討する。 

２ 訂正請求対象情報該当性について 

（１）訂正請求については，法２７条１項において，同項１号ないし３号 

に該当する自己を本人とする保有個人情報について，その内容が事実で

ないと思料するときに行うことができると規定されている。 

（２）本件対象保有個人情報は，法に基づく保有個人情報開示請求により，

処分庁から開示を受けた自己を本人とする保有個人情報であることから，

法２７条１項１号に該当する。 

３ 訂正の要否について 

（１）訂正請求の請求人は，請求を受けた処分庁が当該保有個人情報の訂正

を行うべきか否かを判断するに足る内容を，処分庁に自ら根拠を示して

明確かつ具体的に主張する必要があり，請求人から明確かつ具体的な提

示がない場合や，当該根拠をもってしても請求人が訂正を求めている事

柄が「事実でない」とは認められない場合には，法２９条に規定する

「訂正請求に理由があると認めるとき」に該当しないと解される。 

（２）当審査会において，諮問庁から本件文書の提示を受けて確認したとこ

ろ，本件文書は，処分庁において審査請求人宛てに作成した文書である

ことが認められる。 

（３）審査請求人は，審査請求人に対して本件文書が送付された事実はなく，

ねつ造・改ざんされたものであるとして，本件文書に記録された本件対

象保有個人情報の消去を請求する旨主張する。 

（４）当審査会事務局職員をして諮問庁に対し，本件文書の送付の事実関係

について確認させたところ，諮問庁は以下のとおり説明する。 
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本件文書は，審査請求人に対して，別の文書と併せて簡易書留で平成

２８年７月２２日に送付し，その後，返戻されていないことから，審査

請求人に送付されたものと考えられる。 

（５）そこで検討すると，審査請求人の主張と諮問庁の上記（４）の説明内

容は，双方の言い分が食い違っており，他に主張を裏付ける確たる証拠

資料のない本件においては，本件文書に記載された本件対象保有個人情

報が事実と異なると断ずることはできず，本件対象保有個人情報につい

て，法２９条の規定に基づく訂正義務があるとはいえない。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断を

左右するものではない。 

５ 本件不訂正決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報の訂正請求につき，不訂正とし

た決定については，本件対象保有個人情報は，法２９条の保有個人情報の

訂正をしなければならない場合に該当するとは認められないので，妥当で

あると判断した。 

（第４部会） 

  委員 山名 学，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙（保有個人情報訂正請求書の訂正請求の趣旨及び理由） 

 

訂正請求の趣旨及び理由 

趣旨 

「平成２８年６月２２日付行政文書開示請求書」を４ケ月間無視して，送っ

てきていない「平成２８年６月２２日付行政文書開示請求書取下げに係る事務

連絡文書」を送ったとねつ造して，開示請求書を返送してきた。平成２８年１

０月２１日付の返送で取下書をねつ造していることを初めて知った。事実確認

に応じないので，文書の消去を請求している。 

「過去に遡り」ねつ造・改ざんした文書であることが明白であるため消去を

請求する。 

過去に遡り，記録の改ざんを行うことは違法である。 

 

理由 

行政行為に明確な瑕疵がある。記録のねつ造と改ざんが明白であるため文書

の削除・消去を請求する。 

訂正権は，文書のねつ造・改ざんを訂正するものではない。 

送ってきていない文書を，送ったと嘘をつくことは認められない。 

開示請求に対して３０日以内に決定しないために，手続きできないようにし

た。 

不正を隠蔽するために，送ってきていない取下書をねつ造している。 

根拠は，行政庁としての対応に明確な瑕疵がある。送ってきていない「平成

２８年７月２１日付 取下書」は，私が「金融庁は取下書を送ってきていない。

受け取っていない」と，問合せをした時点で，直ちに「平成２８年７月２１日

付 取下書」を送ってくる必要がある。 

開示請求するまで，送ってこなかった。事実確認に応じなかった。 

平成２８年１０月２１日付の返送より前に，「平成２８年６月２２日付 行

政文書開示請求書」に関する記載のある文書は一切送ってきていない。 

 平成２８年１０月２１日付の返送の際，「平成２８年７月２１日付 平成２

８年６月２２日付行政文書開示請求書取下げに係る事務連絡文書」で「作成・

保存していない」と返答したと嘘をついている。 

（中略） 

そもそも「平成２８年６月２２日付 行政文書開示請求書」に措置の通知が

ないと不作為の審査請求をしている。措置の通知がないと，問い合わせをした

時点で，直ちに「平成２８年７月２１日付 取下書」を送ってきて，確認する

必要がある。 

不作為の審査請求書を無視するので，「平成２８年６月２２日付 行政文書

開示請求書」に措置の通知がないと，問い合わせていたが無視をした。返答が
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なかった。 

金融庁は「平成２８年６月２２日付 行政文書開示請求書」に対する，問い

合わせに対して，私に回答と返答をしていない。私に確認をしていない。 

『不作為の審査請求書を送っている。平成２８年７月２１日付で「平成２８

年６月２２日付行政文書開示請求書取下げに係る事務連絡文書」を送っている

が「取下書に対する返答がないがどうしますか？」と，私に対して回答と返答

する必要がある。』 

行政行為に明確な瑕疵があり，金融庁は，「平成２８年７月２１日付 平成

２８年６月２２日付行政文書開示請求書取下げに係る事務連絡文書」を送って

きていないとの，私の申し立てに対して反論することは認められない。 

（後略） 

 


